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１．はじめに
筆者は前稿「過度期経済政策のアポリア」において，ポスト共産主義中欧
地域で適用されている新保守主義的過渡期経済政策を分析し，それがマネタ
リーな安定を強調するあまりリアル・エコノミーに打撃を与え，不況の長期
化と社会的．政治的不安定化を助長するものであるとの批判を行ったが（堀
林［１])，その後1993年９月のポーランド総選挙において旧共産党系左翼連
合が勝利，1994年５月のハンガリー総選挙においても旧共産党改革派を始祖
とする社会党が過半数を上回る議席を漉得(議席占有率54％)，両国において
左翼主導政権が「復活」する（ハンガリーの場合は社会党と自由民主連合の
連合政権。首相は社会党のホルン・ジュラ）という事態が生じた。
新保守主義的過渡期経済政策に起因する長期不況と生活水準低下から，国
民多数の間，とりわけ貧困層と低中間層の問で旧共産主義時代への「ノスタ
一（血】〉
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ルジー」が生じ，それが１日共産党系勢力躍進の背景となったことは疑う余地
がないが，他方でポスト共産主義４年間に進行した社会構造の変化や権力再
編成の特質の分析を抜きにして両国の「政変」を説明し尽くすことはできな
い。
そこで,本稿においてはハンガリーを対象にしてポスト共産主義４年間(1990
年春～94年春）に進行した社会変動と権力再編成の態様を，同国社会学者の
諸労作と筆者自身の滞在経験（学術振興野村基金94年度助成による）を基に
して分析し社会党勝利の背景をより明確にすることに努めたい。あわせて，
社会党主導のハンガリー新政権の性格をも明らかにしてみたい。
2．過渡期経済と社会変動
1989年夏に生まれたポーランドのマゾピェツキ政権や，1990年の総選挙結
果を受けて誕生したチェコスロヴァキア（93年以後チェーとスロヴァキアに
分離）「市民フォーラム」主導政権が，基本的に政治的リベラル派主導のもの
であったのとは異なり,1990年春の総選挙後に誕生した｢ハンガリー民主フォー
ラム」主導の非共産連合政権は，イデオロギー的には自由主義的諸価値より
も伝統・民族主義的諸価値を重視する性格のものであった｡にもかかわらず，
「ハンガリー民主フォーラム」主導政権もまた経済戦略においては，ポーラ
ンド,チェコスロヴァキアのポスト共産主義政権と同じくＩＭＦ・世界銀行推
奨の新保守主義（新自由主義）的アプローチを採用した。
そのアプローチの特質は旧共産主義経済を「ソフトな予算制約」に起因す
る需要過剰の不均衡経済（潜在的あるいは顕在的インフレ状況）と把握し，
一方で価格自由化によって不均衡を「暴露」しながら，他方において緊縮財
政・金融政策を通じて短期のうちにマネタリーなマクロ的均衡を実現し，中
期的には貿易自由化，私有化推進等を通じて競争的市場を創設，国民経済の
構造改善をめざそうとするところにあった。
筆者は既に，前稿（堀林［１]）において，以上のような特質を持つ新保守
主義的過渡期経済政策の批判を行っているので再度ここでそれを繰り返すこ
とはしないで，以下ではそうした経済政策の帰結，とりわけそれがもたらし
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た社会的変動について検討し，それと1994年総選挙結果との関連を見ること
にしたい。
（１）過渡期経済政策と経済実績の関係
緊縮政策によって，1991年夏にピークに達したインフレ率(対前年比39％）
は，９２，９３年には20％台に低下し，この点でマネタリーな（相対的）安定が
もたらされたのは事実であるが,９０年から93年の間にＧＤＰは22～23％低下，
投資は３分の１低下(90～92年)，国民の実質所得は10～12％の低下をみてい
る。９３年に工業において若干の生産回復傾向が見られる（対前年比４％増。
プラスの指標は90年以後初めて）ものの，他方で倒産法施行の影響もあり，
92年から93年にかけて失業率が増大（93年末約12％，９４年６月現在11％)，ま
た｢補償法」（1940年代末以後集団化された農地の元所有者への返還を可能に
し，あるいは彼らへの補償を目的とする法律）の施行や国家補助金の急激な
削減などによって農業は大きな打撃を受けており（農業生産は92年に対前年
比約23％減，９３年も６％減少）ハンガリーはまだ本格的な不況脱出局面に到
達していない状況にある。
対外実績面について言えば,対旧コメコン諸国から旧西側(特にＥＵ諸国）
向け輸出への切り替えの一定の成果もあってポスト共産主義始発期（1990～
92年）に対外収支は改善されたが，旧ソ連の流動性危機，中欧を含む欧州全
般の不況，それに由来するＥＵの保護主義的傾向強化などにより，９３年には
輸出高が急落し対前年比マイナス約10％となった。他方で，９２年に消費減少
がストップ，９３年には緩やかな上昇に転じ，また同年投資も回復，これと関
連して輸入も急増（対前年比20％増加）したため，９３年になると貿易収支は
赤字に転じ，経常収支も悪化（対前年比マイナス２．８％。９３年）した。このた
め対外債務も増大しつつある(対外債務は1988年にネットで135億ドルであっ
たが，1993年には155億ドルと増大している。以上については表１を参照のこ
と)。
さらに，ポスト共産主義始発期の緊縮政策によって1990年に均衡し91年に
も管理可能な赤字にとどまっていた国家財政収支(91年の財政赤字のＧＤＰに
対する比率は4.9％）が,９２年以後急速に悪化した。即ち1992年と93年の財政
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(表１）1988～1993年のハンガリーの経済指標（％）
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(出所）EconomicTrendinEastemEurope,ＶｏＬ３Ｎｏ,1,1994,
ｐ,４８．，ＫＯＰＩＮＴＤＡＴＯＲＧｉｎＢｕｄａｐｅｓｔ.なお1993年については推定値。
赤字のＧＤＰに対する比率はそれぞれ，７．４，７．８％であった。一方で，不況
に伴う法人税収入の減少，私有化遅滞による国家資産売却収入の予想外の低
さ，徴税能力未成熟（私的セクターで蔓延する脱税）などに由来する歳入不
足，他方で不況に伴う失業手当てその他の歳出増がその要因である。（なお，
93年の対外・対内債務の増大は，民主フォーラム主導政権が94年総選挙を意
識して財政・金融上の緩和措置を実施したこととも関連している。以上見て
きたハンガリー経済のマクロ指標については，表１の他，Csaba［２］ｐｐ、
107-112,も参照されたい)。
さて，上で見てきたハンガリー過渡期経済の実績は，筆者が既に前稿で論
じた結論,即ち政府がマネタリーなマクロ的均衡実現だけを重視し,リアル・
エコノミー（ミクロ経済）の改善を専ら「市場の見えざる手」（私有化）に委
ねるならば，一時的にマネタリーな均衡が実現されたとしても（インフレ鎮
静，対外均衡回復)，不況の持続（市場の力に頼るだけでは供給側の構造改善
は短期的に実現不可能である）によって，再度マネタリーな不均衡（財政赤
字,対外収支悪化）をもたらさざるを得ないとする結論(堀林［１１１４１ぺ－
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ジ）を立証しているように思われる。
（２）私有化と社会構造変化一社会的両極分化と中間層の貧困化
ポスト共産主義期の私有化について見れば，主として国家資産管理局が指
導する大規模国営企業の売却と新規中小私企業創設を通じて進展した。大規
模国営企業の私有化は，国内資本不足のため主として外資への売却のかたち
をとったが，優良企業の売却が1992年にほぼ終了して以後停滞している（こ
れ以後外資はグリーンフィールドに向かう傾向にある)。例えば,私有化に伴
う国家資産売却収入は1991,92年にそれぞれ，246億フオリント，400億フオ
リントであったが,９３年のそれは112億フオリントに減少しており，国家資産
売却収入に占める外資の比重について言えば，９１，９２年がそれぞれ80.8％，
60.7％であったのに対して93年には37.6％へと急減している(RecentEconomic
DevelopmentsinHungary,NationalBankofHungary,Septemberl99Do
とは言え，私有化を通じてこの間に国民経済に占める私的セクターの比重
が急速に増大しているのは事実である｡例えば,社会学者コロシ・タマーシュ
の調査によると，共産主義時代末期（1980年代末）において私的セクター従
事者の雇用人口全体に占める比重は，ほぼ10％程度であったが（ハンガリー
ではカーダール時代の「ソフトな共産主義体制」の下で既に私的セクターの
限定的容認策が実施されていた),1993年にその比重は38～49％へと増大して
いる（Kolosi［３］ｐ､３。「純私的セクター」従事者の雇用人口全体に占め
る比重で見た場合が38％。「公私混合所有セクター」の企業従業員も私的セク
ター従事者と見なす場合，その数値は49％)。
さて，上で見たようなポスト共産主義期の長期不況と私有化進展の中で社
会はどのような変貌を遂げたであろうか｡その第１の特徴は貧富の格差増大，
即ち社会的両極化の進行である。一方で，私有化された外資系企業・銀行経
営陣，国家高級官僚，成功した私企業家達の富裕化があり，他方で失業者，
補助金削減や旧コメコン市場喪失で苦悩し，遅れた構造のため私有化対象に
もならず放置されている国営企業の低賃金労働者，インフレで実質所得が減
少する年金生活者，危機にある農村生活者などの貧困化が生じた。
カーダール時代の経済改革（1968年以後の漸次的市場経済化）の影響で，
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共産主義時代にも一定の所得格差の増大が見られ，例えば1980年代において
最上位10％のブランケットに属する所得集団は最下位10％のそれに属する所
得集団の４～５倍に相当する年収を得ていたが（スカンジナビア諸国並の所
得格差)，1992年になるとその数値は７倍へと増加した。
さらに，上で述ぺたことと関連する社会変動の第２の特徴は，ポスト共産
主義期において，従来中間層を構成していた人々の少なくない部分の貧困化
が進行したということである。再び，コロシの調査結果を引用すれば，１９８０
年代の社会全体の平均所得と最下位10％の所得集団の間の所得格差を表す数
値は，1992年においても変化していない。この事実と，上で示した富裕層と
貧困層の所得格差増大の事実を照らし合わせれば，中間層の相対的経済的地
位低下について語ることができる。さらに，１日中間層の少なくない部分の絶
対的貧困化さえも進行している。即ち，1980年代に貧困線以下の生活を余儀
なくされていた人々の人口全体に占める比重が８～10％であったのに対し，
1993年のそれは35％へと増大している（Kolosi［３］ｐ､３)。それは，１日中
間層の一定部分の脱落，彼らの貧困者層への転落を示すものに他ならない。
以上見たように，ポスト共産主義期における社会変動の特徴は急速な社会
的階層分化の進行であり，またそれが少数者の富裕化と多数者の貧困化，と
りわけ従来中間層に属した人々の相対的・絶対的貧困化の形をとって進行し
たということである。
（３）国民の抗蟻行動と社会党の対応
社会学者のサライ・エリジュベートは,1994年８月の筆者とのインタビュー
の際「ポスト共産主義期に貧困層の利害を真に代表する議会政党は存在しな
かった」と述べたが，彼女の指摘するように，生活水準低下に対する国民の
抗議の意志は主として議会の外で示された。早くも1990年秋にはタクシー・
トラックドライバーによるガソリン価格引き上げ反対の自然発生的バリケー
ド．ストライキ（ドナウ河に架かる全ての橋の封鎖）が発生した。さらに，
倒産法施行による失業者増加を背景に，1993年冬になると鉄道・鉱山労働者
による大規模なストライキや，付加価値税引上げに抗議する「生存線以下で
生活する人々のための協会｣主導のハンガー・ストライキが実施されるなど，
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貧困者や勤労者の抗議はしだいに組織的行動の形をとるようになる｡その際，
共産主義時代において１日共産党内保守派との結びつきが強かったがため，ポ
スト共産主義始発期において政治的に全く孤立していた｢労働組合国民連合」
（社会党も含め全ての議会政党との関係を絶たれる)も一定の役割を果たし，
社会的影響力回復に成功したことが重要である。また，それと並行して，政
治転換期に生まれた新労組「独立労組民主連合」の活動も活発化していくこ
とになる。
他方で，旧共産党内改革派によって1989年10月に創設された社会党は，主
としてテクノクラートと西欧型社会民主主義を標傍する知識人から構成され
る政党であり，旧共産党内保守派によって創立された「労働者党」（1990年選
挙での得票率は3.68％と振るわず国会に議席を持つことができなかった｡９４
年総選挙でも得票率3.18％で議席数ゼロ）とは対照的に，ポスト共産主義始
発期において労働者政党としてよりむしろリベラル左派に近い政治的スタン
スを取っていたが，国民多数の生活悪化を背景にして，しだいに「社会的弱
者と勤労者の党」としての顔をも積極的に示すようになっていった。そして
労組との連係を深め，1994年総選挙においては「労働組合国民連合」議長の
ナジ・シャーンドルを比例代表区社会党候補第２位の位置に据えた。
また，社会党は民主フォーラム主導政権の経済運営のアマチュア性と対比
して,共産主義時代（とりわけ経済改革期)以来の統治経験豊富なエキスパー
トを有する政党としてのイメージを売り込む戦略を取った（例えば，共産党
政権末期の蔵相ベーケシ・ラースローを比例代表区社会党候補第３位の位置
に据えた)。自由は制限されていたが安定した生活が保障されていた｢改革共
産主義時代」に一種のノスタルジーを感じ始めていた国民多数に対して，こ
うした戦略が効を奏し，社会党の地滑り的勝利の要因の一つになったことは
疑い得ないところである（94年総選挙結果の詳細については表２を参照のこ
と)｡例えば社会学者のチェペルジョルジは総選挙結果についてのコメント
を求められた際次のように述べている。
「ハンガリー人の大多数は過去４年の間に失望した。人々は安全の感覚を
失った。1980年代の（共産主義）独裁はスムースに機能していたので，国家
社会主義の快適な側面が人々の記憶に残されていた。人間の記憶というもの
-１２５－
金沢大学経済学部論集第15巻第１号１９９４．１２
は選択的なものである。人々は，悪い経験は忘れがちである。彼らは無償の
教育，医療サービス，確かな年金生活，生活の予測可能性などを好んで思い
出そうとした」（Csepeli［４］ｐ､７)。
(表２）1994年５月のハンガリー総選挙結果（小選挙区制と比例代表制の併用）
政党名｜獲得議席数議席占有率〈％）比例代表区得票率（％）
社会党
自由民主連合
民主フォーラム
小農業者党
キリスト教民主人民党
青年民主連合
5４．１５
１８．１３
９．５９
６．７４
５．７
５．１８
９
７
７
９
５
５
●
●
●
■
■
■
２
９
１
８
７
７
３
１
１
９
０
７
６
２
０
０
７
３
２
２
２
２
(出所）BudapestWeek,Ｊｕｎｅ2-8,1994.
しかし，他方でチェペリは総選挙結果を別の側面からも説明し次のように
述べている。「1930年代にノスタルジーを持つ（民主フォーラム主導の）連立
政権は国民の大多数を敵に回した。彼らは状況の説明をせず，人々に厳しい
生活がやって来ることを警告する代わりに，約束し，嘘をつき，次いで他人
を責めた。……汚職がはびこった。したがって，総選挙結果は社会党勝利を
意味する以上に,理性的な政治的対話と社会的連帯に基づく社会を求める人々
の勝利，1989年に開始された近代化の継続を求める人々の勝利を意味する」
と。（Csepeli［４］ｐ､７)。
レンジェル・ラースロー（エコノミストかつ政治評論家）もまた，1994年
春の総選挙結果を「国民を一級市民と二級市民に差別する政治に対する庶民
の抗議」と特徴づけている（Lengyel［５])。２人の言に示されるように，
国民多数の貧困化に加えて，民主フォーラム主導ポスト共産主義政権の時代
錯誤的かつ強権的な政治手法や，その下で進行した権力再編の態様もまた前
連立与党敗退，社会党躍進の主要な要因であった。したがって，次に政治転
換とポスト共産主義期の権力再編の経過を検討してみたい。
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３．政治転換期のエリート（1988～1990年）
前述の社会学者サライ・エリジェベートによれば，1988年～90年の政治転
換とそれに続くポスト共産主義期の政治変動は，主として３種のエリート間
の協調と闘争によって特徴づけられる（Szalai［６］ppl20～144)。そして，
これらのエリートの大多数は1960年代に青春期を過ごした「ナジ・ゲネラー
シオーーピッグ・ジェネレーション」（日本の「団塊の世代」に相当するが，
ハンガリーではヒットした映画のタイトルにちなんでこう呼ばれる。現在４０
代半ばから50代初めに到達している世代）に属するという共通点を持ってい
る。
第１は｢新テクノクラート」である。それは，1960年前半に始まるカーダー
ルの「ソフトな共産主義」の下で，７０年代～80年代初頭にかけて共産党・国
家官僚としてのキャリアを開始，８０年代後半に始まるゴルバチョフ改革以後
頭角を現し，古参の権力エリートを放逐（1988年カーダール退陣)，その後の
政治転換を「上から」リードした（89年２月党大会で１党制廃止，複数政党
制導入を決定)共産党政権末期の権力エリート集団のことである。「文化的資
本」（高学歴）を「政治的資本」（高位の権力地位）に転化したエリートであ
り「古参のエリート」と対比した場合，脱イデオロギー的であり，またテク
ノクラテックな価値を最優先するところにその特徴がある。共産党最後の政
権の首相を務めた（1988年末～1990年春）ネーメット・ミクロシュなどは，
さしずめ「新テクノクラート」の代表格であると言えよう。ネーメット政権
はテクノクラート政権と呼ばれたし，また彼自身のキャリアを見ても，ブダ
ペスト経済大学（旧カールマルクス経済大学）卒業後，ハーバード大学留学
の経験があり，首相退陣後しばらくして社会党国会議員の地位を捨てロンド
ンの欧州復興開発銀行副総裁のポストへ転身をはかるというように，脱イデ
オロギー的でかつテクノクラート的な行動様式が特徴的である。
第２のエリートは「新改革派知識人」である。主として科学アカデミー附
属研究所をはじめとする各種研究・文化組織に席を置く改革志向の社会科学
者，歴史家，作家，アーティストなどから構成される。共産党政権下で「準
権力エリート」（文化的エリート）に位置した社会集団であるが，６０年代に開
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始された経済改革に満足せず，1980年代半ば以後政治転換志向を強めた点で
「古参の改革派知識人」（改革をもっぱら経済分野に限定）とは区別される。
第３は「民主的反対派」であり，それはカーダールの「ソフトな共産主義」
をも正面から批判し,非合法あるいは半非合法の活動(サミズダート出版,「自
由大学」での講演など）を通じて体制転換の道を探っていたブダペスト在住
のリベラル派知識人集団のことである（権力エリートではないが－種の文化
エリート)。
サライによれば，以上３種のエリートのインフォーマルな連携（例えば，
旧共産党内改革派リーダーのポジガイ・イムレは新興政党｢民主フォーラム」
の設立をインフォーマルな形でサポートしたし，「68年経済改革の父」と呼ば
れ共産党の社会党への転換をリードした同じく共産党内改革派リーダーの一
人，ニェルシュ・レジューは「新３月戦線」を結成し党内知識人と「新改革
派知識人」との人的交流を促進した）によって旧体制は崩壊したが（89年１０
月共産党解体＝社会党創設,1990年春の総選挙後の非共産政権誕生)，政治転
換過程及びポスト共産主義期において諸エリート間の連携は対立へと転ずる
ことになる。
政治転換過程において，前述のように「新テクノクラート」と社会民主主
義志向の知識人主導の下で旧共産党内改革派から社会党が形成された他，後
の政治過程を主導する２つの新興政党が創設された。
その一つは「民主的反対派」に属する知識人（キシュ・ヤーノシュ，ハラ
ステイ・ミクロシュなど）とリベラル派「新改革派知識人」（エコノミスト，
社会学者が中心｡前者の例としてはタルドシュ・マルトン,パウエル・タマー
シュ。後者の例ではオッティーリア・ショルトなど）から構成される「自由
民主連合」である。
もう一つは｢新改革派知識人｣のうち伝統・民族主義的潮流に属するグルー
プ(ポピュリスト作家,歴史家が中心｡前者の例ではチュルカ・イシュトパー
ン，チョーリー・シャーンドル。後者ではイェセンスキー・ゲーザなど）主
導の「民主フォーラム」である。
両新興政党とも知識人主導型政党であるが，「民主フォーラム」の場合には
知識人の他に，戦間期においていわゆる「キリスト教的・国民的中間層」を
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なした階層（｢ジェントリー」と呼ばれる中小貴族。主として国家官僚制度に
寄生して生計をたてていた）の末箭で，カーダール時代にも中間層の一部を
形成していた人々が構成員の多数を占めていた点で，知識人政党としての性
格は「自由民主連合」の場合の方がより色濃いものであったと言うことがで
きる。
1990年春の総選挙はこの新興２政党の間のデッドヒートとなったが，民主
フォーラムが勝利し（自由民主連合は第２位，社会党は第４位。９０年総選挙
の詳細については表３を参照),この党とイデオロギー的に近い他の２つの伝
統的政党（小農業者党，キリスト教民主人民党）が連合し，最初のポスト共
産主義政権を樹立した（３党の議席占有率は６割強。首相には民主フォーラ
ム党首アンタル・ヨージェフが就任。９３年末病死)。
(表３）1990年春の総選挙結果（小選挙区制と比例代表制の併用）
政党名 麺得議席数 比例代表区の得票率（％）
民主フォーラム
自由民主連合
小農業者党
社会党
青年民羊連合
キリスト教民主人民党
哩
兜
“
羽
皿
型
2４．７
２１．４
１１．７
１０．９
８．９
６．５
前述のように，この連合政権は経済戦略においては新自由主義的＝新保守
主義的アプローチを採用したが，政治手法とイデオロギーにおいては戦間期
のそれを踏襲した。筆者の知人のエコノミスト，サムエリ・ラースローは９０
年春のインタビューの際，共産党から民主フォーラムら連立３党への政権移
行を「ホルティ（戦間期ハンガリー右翼権威主義体制における最高統治者）
によるカーダールヘの復讐」との巧みな比嚥でもって形容したが，サライに
よれば，民主フォーラム主導政権の政治手法は，政治に対する主従関係的ア
プローチ（｢統治者と被統治者」を明確に区別し，両者の関係を主従関係と見
なす)，縁故人事，あらゆる政権批判に対する不寛容などによって特徴づけら
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れる（Szalai［６］pl24)。こうした特徴を有する政権下においていかなる
形で権力再編が進行したかを次に検討してみたい。
４．ポスト共産主義期の権力再編（1990～94年）
ハンガリー出身の社会学者で現在米国ＵＣＬＡにおいて教鞭をとっているセ
レーニ・イヴァンは，中東欧ポスト共産主義地域６カ国を対象として共産主
義崩壊以後の権力再編成に関する大がかりな比較調査研究を行っている。
そして,その中間報告を1994年に披露しているが（Szel6nyi［７］ｐｐ､１～
４)，そこにおいて彼はハンガリーについては，ポスト共産主義期において，
①政治エリートの交代があったこと，②経済エリートについても予想以上に
大きな「サーキュレーション」が起きたこと（その率はポーランドよりも高
い)，③しかし，経済分野においてはまだ以前の「ノーメンクラツーラ」が無
視し得ない影響力を保持しており,例えば上位3.000企業・銀行におけるトッ
プ・クラスの経営陣ポストの30％を占めていること,④経済エリートの｢サー
キュレーション」に関して言えば，主として旧体制の「副官」が新体制にお
いてトップに昇格する形態を取っていること，⑤したがって，旧体制の非エ
リート層からポスト共産主義期において新経済エリートが出現した例は，セ
レーニが予想していたよりもずっと少数であったこと（例えば，1993年の上
位3,000企業のトップ・クラス経営陣ポストにおいて,政治転換以前に私的セ
クターの実業家であった者の数はわずか150人である)などの特徴を指摘して
いる。
ハンガリーにおいては共産主義崩壊以後政治エリートの変動があったが，
経済エリートについては（相対的）継続性が見られるというのがセレーニの
調査結果の要旨である。つまり，経済エリートの「サーキュレーション」は
存在するが，総じて言えば，経済エリートの「再生産」が見られるというの
である。
前述のサライ論文（Szalai［６]）は，ポスト共産主義期のハンガリーの政
治過程を権力再分配の観点からフォローし，セレーニの見解を跡づけるもの
となっている。以下では，主として彼女の労作に依拠しながらハンガリーの
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ポスト共産主義４年間に生じた権力構造再編の特質を検討してみたい。
共産主義体制の下で,政治エリートは経済エリートと重なり合っており(ノー
メンクラツーラ),党・国家高級官僚と国営企業経営陣が主たる権力エリート
であった。そして，これらのポストは主として共産党員によって占められて
いたが，前述のように共産主義末期において，彼らの多くは「古参エリート」
の座を奪った「新テクノクラート」によって構成されていた。
1990年春の総選挙の結果を受けて，政治エリートの上層部（閣僚，高級官
僚）から旧共産党ノーメンクラツーラが撤退し，戦前の権威主義的体質を継
承する与党指導者がその後を継いだ（セレーニが特徴づける「政治エリート
の交代｣)。しかし例外も存在する。例えば，民主フォーラム主導連合政権の
閣僚の一人，クパ・ミハーイ蔵相は「新テクノクラート」出身であった（だ
が，彼もアンタル首相や他の閣僚との軋礫のため93年に解任される)。
政治エリートの中堅層たる国会議員の構成においては，小農業者党，キリ
スト教人民民主党を除く４つの議会政党において（民主フォーラム，自由民
主連合，社会党，青年民主連合）知識人優勢が明白であった。前述のように，
彼らの多くは共産主義体制時代においては「新改革派知識人」ないしは「民
主的反対派」知識人のカテゴリーに属する人々であった。なお，青年民主連
合は1988年～90年の政治転換期に30才以下の知識人予備軍によって設立され
たリベラル派政党である.
経済エリートのうち,国営大企業・銀行の経営陣について言えば,民主フォー
ラム主導政権は，自らの権力基盤である「キリスト教的・国民的中間層」か
ら人材を調達し，彼らに恩恵を施すべく努めたが，人材不足のため，転換後
も従来の「新テクノクラート」の多くはこれらの分野で生き延びた（セレー
ニが特徴づける「経済エリートの相対的継続性｣)。
その際，「新テクノクラート」の中で有能な人材は，従来保持していた「政
治的資本」を「経済的資本」に転化し，主として金融界（最初は国営銀行，
後に外資系銀行）に活路を見出し，そこでテクノクラートとしての手腕を発
揮した。例えば，政治転換後最初の国立銀行総裁となったシュラーニや業績
の良いブダペスト銀行総裁のボクロシュはいずれも「新テクノクラート」を
出自とする人物であった。そして，彼らは有能であるが故に民主フォーラム
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主導政権からの独立性を貫くことが可能であった(セレーニが特徴づける｢経
済分野におけるノーメンクラツーラの影響力の残存｣)。こうした一線級の｢新
テクノクラート」と連合政権の政治エリートの間の確執は，ポスト共産主義
４年間に一貫して継続され，時に両者は激しく衝突したが（91年末，国立銀
行総裁シュラーニ解任)，現在においてもまだ外資系大銀行（さらに外資系大
企業）を支配しているのは，これらの「新テクノクラート」である。
国営企業経営陣について見れば,ポスト共産主義政権の１年目にあたる1990
年に大幅な交代が実施されたが(企業長の50％が退陣)，後継となったのは多
くの場合，同一企業において従来副企業長クラスの地位にあった人々（サラ
イの表現では２，３線級の新テクノクラート。Szalai［６］ｐ､126）であり
（セレーニが特徴づける「経済エリートのサーキュレーションのハンガリー
的形態｣)，必ずしも政治的観点からのエリートの選別が実施されたわけでは
なかったが，1992年の倒産法施行以後，地位の危うくなった新しい企業経営
陣達は政権にすり寄り，民主フォーラムら連立与党の「新クライエント」に
変質した（Szalai［６］ｐ､132)。
国家官僚の中・下層においても，ポスト共産主義始発期には「新テクノク
ラート」の多くが生き延びたが（２，３線級のテクノクラート)，彼らのうち
有能で独立性の強い部分は92年末までにパージされるか（例えば，国家資産
管理局で92年前半にスタッフの大幅交代があり，「新テクノクラート」の一群
が放逐された)，あるいはビジネス界に転出し，残った部分は政権の「新クラ
イエント」へと変質した（Szalai［６］ｐ､139)。
政治転換以後生まれた「新しい経済エリート」である私的セクターの実業
家について言えば多様であり，外資系大資本の経営陣は政権からの独立度の
高い「新テクノクラート」によって構成される例が多いが，政権・国家官僚
との癒着によって蓄財をはかる｢クライエント・ブルジョアジー｣（Szalai［６］
ｐ､135）も存在する。これと関連して，前述の社会学者チェペリは，私有化過
程においてこのような「クライエント・ブルジョアジー」に国家資産を優先
的に配分する措置がとられたという事実を指摘している（Csepeli［４］ｐ、
７）。
また，若手実業家（ハンガリーでも「ヤッピー」と呼ばれる。２０代後半～
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30代）は，1990年末～92年末にかけて６つの議会政党のうち世論調査におい
て最も人気を博していた「青年民主連合」（表４を参照）とのコンタクトを強
めた。
「文化的エリート」について言えば，かつての「新改革派知識人」の代表
的人々の一群が（｢民主的反対派」知識人とともに）政治家（国会，地方議会
議員）に転身した。アカデミズムの世界も政治転換後科学アカデミーの再編，
大学再編の渦中に巻き込まれたが，ここでは権力再編に絡む人事抗争はそう
大きくなく，むしろ研究資金不足の深刻化，かつての「準権力エリート」と
しての経済的・社会的特権喪失（各研究所スタッフのサラリーは現在では社
会的平均並かあるいはそれ以下の場合が多い。また，西側への自由なアクセ
スなども知識人の特権ではなくなった)に起因する若手研究者の補充困難(優
秀な人材のビジネス界への流入)など別の問題が生じている(Andorka［８])。
文化界において政権からの攻撃にさらされたのはエレクトロニクス・メディ
アの分野である。ここでは，独立性を保持するジャーナリストがパージされ
（1993年１月に国営テレビ局総裁ハンキシュ，国営ラジオ局総裁チヤパが解
任される。さらに，９４年冬にはニュース編集陣の大型解雇が行われる）その
受け皿は「新クライエント」によって充足された。こうして，1994年春の総
選挙において，テレビ，ラジオは専ら民主フォーラムなど連立与党側の社会
党攻撃のプロパガンダの役割を果すことになったが，これが逆に国民の反感
を買い，皮肉にも社会党圧勝に貢献する結果をもたらしたと言われている。
さて，以上を要約すれば，民主フォーラム主導政権の下で，新政治エリー
トは国家官僚機構，経済，文化などの分野におけるエリートを，自らの勢力
基盤である「キリスト教的・国民的中間層」と「新クライエント」で固めよ
うとし，強引に権力再分配を実施し，ある程度それに成功したが，かつての
「新テクノクラート」は自主性を保持したまま「経済の管制高地」を保持し
たということであり，さらに政権による強引な権力再分配が「国民を１級市
民（キリスト教的・国民的中間層及び新クライエント）と２級市民（前記以
外の者）に分断し差別する政治」ルンジェル）として，国民多数の反感を呼
ぶことになったということである。
後者との関連で言えば，1992年夏に起きた「チュルカ問題」はひときわ童
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要である。当時，民主フォーラム副総裁で国会議員でもあった民族主義派作
家のチュルカ・イシュトバーンは，ハンガリーの政治的対立は「真のハンガ
リー人」（政権支持者＝キリスト教的・国民的中間階層）と「非国民」の間で
発生しており，後者には「国際的ユダヤ資本の陰謀」の下で働いている野党
の共産主義者，自由主義者，メディアが含まれるとする主旨の，反ユダヤ主
義的かつナチ・イデオロギーの色濃いセンセーショナルな手稿を発表した(Csurka
［９])。それは，生活苦にあえぐ国民多数の不満を「反ユダヤ主義」に誘導
し，「右への突破」によって政権の安定化をはかる試みであったが，チュルカ
の意図に反して，それは諸外国からの非難とともに（例えば，９２年９月にア
メリカ議会上院において「チュルカ問題」をめぐる公聴会が開かれた）国民
多数からの反撃を受け，リベラル派及び社会民主主義者の共闘を促し，政権
不安定化をさらに強めるという結果をもたらした。
チュルカの手稿を民主主義への攻撃とみなし，それへの対抗を訴える市民
団体｢民主憲章」（国際ペンクラブ会長で作家のコンラード・ジョルジがその
代表を務める）主催の抗議集会（92年９月）が開かれたが，これに約８万人
の人々が参加（88～90年の政治転換以後最大規模の集会）し，その際自由民
主連合及び社会党の両者がこの集会の協賛団体となった。政治転換以後，両
党が公式に共闘したのはこれが初めてであり，９４年総選挙後の両党連立政権
誕生の礎はこの時築かれたと言ってよい。
なお，当時世論調査で圧倒的優位の座を占めていたリベラル派政党の青年
民主連合は（表４）はチュルカを批判しつつも従来の「反共」（＝反社会党）
的立場を堅持し集会への正式参加を見送った。
また，これ以後も青年民主連合は，一貫して反民主フォーラム・反社会党
の中道的スタンスを崩さなかった。生活不安から，そして連立３党の右翼権
威主義的政治手法への反発から国民の間に非共産連立政権への嫌悪感が強ま
り，旧共産主義時代へのある種のノスタルジーが広がる状況の中で取られた
同党のこうした戦略は時機にそぐわないものであり，彼らの支持者を社会党
と自由民主連合へ移動させる帰結をもたらすものであった。さらに，同党幹
部の一人で国民の間で高い人気を博していたフオドル・ガーボルが指導部内
の路線対立から青年民主連合を去り（93年末)，自由民主連合に移籍（94年初
－１３４－
過渡期社会と権力構造（堀林）
(表４）1992年８月時点での政党支持率（世論調査機関はSzondalpos）
(出所）BudapestWeek,９～16,1992.
頭）したことも，青年民主連合に打撃を与え，結局94年総選挙において同党
は第６位の位置に甘んずることとなった（なお，フォドルは社会党．自由民
主連合の連立政権において文化大臣に就任)。
政権の更なる右旋回を狙うチュルカ（及びその支持者）のプロパガンダは
与党民主フォーラム自体をも混乱に陥れ，党内リベラル，中道，極右への分
化を促し，９３年にはチュルカ・グループの離党，彼らによる極右政党の結成
（｢正義と生活党｣。９４年総選挙での得票率はわずか１％台で国会議員ゼロ）
という事態をもたらした。既に，９１年末に「補償法」（前述）をめぐる対立か
ら小農業者党の一部国会議員フループが閣外に去っており,それにチュルカ．
グループ（国会議員を含む）の離党が重なって，９４年総選挙前の連立政権は
不安定なマイノリテイ政権となっていた（なお，９３年末のアンタル死去に伴
い後継首相として民主フォーラムのボロシュ．ペーターが就任)。
サライによると，こうした状況の中で1993年頃になると各種の「新クライ
エント｣，とりわけ経済界の「クライエント・ブルジョアジー」の政権離れが
進行したと言われる（Szalai［６］pl41)。
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政党名 支持率（％）
青年民主連合
社会党
自由民主連合
民主フォーラム
小農業者党
キリスト教民主人民党
その他の議会外政党
支持政党なし
躯
８
７
７
５
３
６
妬
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5．小括一社会党主導政権の性格
以上見てきたように，1994年の総選挙で示されたハンガリーの有権者の回
答には二重の含意があった。一つは，ポスト共産主義下で進行する生活水準
の悪化に対する抗議であり，もう一つは戦前回帰的な保守・右翼権威主義的
政治の拒否である。
1990年の総選挙において，ハンガリー国民は左翼権威主義との決別の意志
表示を行ったのであるが，それは長期的視野で見ればカーダールの「ソフト
な共産主義」下において永年に渡って緩やかに進行してきた脱イデオロギー
化の帰結であったと言える。そして，その間に培われたプラグマティズムは
左翼権威主義のみならず民主フォーラム主導のポスト共産主義政権が導入を
図ろうとした右翼権威主義イデオロギーをも凌駕する力をもっていたことが
94年総選挙において改めて示されたと言ってよいであろう。
また，カーダールの経済改革時代から存在し，政治転換後の私的セクター
の広がりの中で新たに生まれてきているハンガリーの中間階層は，戦間期の
「キリスト教的・国民的中間層」に限定されるわけではなく，よりプラグマ
テックなメンタリティを持つ広範な裾野を有しており，したがって戦前回帰
的なノスタルジー政治は時代錯誤以外の何ものでもなかったことが94年総選
挙で示されたとも言えよう。
このような背景の下で誕生した社会党主導の新政権が左翼イデオロギーに
基づく権威主義体制の復活を試みる可能性は皆無と言ってよい。そもそも，
総選挙での社会党のスローガンの一つは「近代的，効率的，合理的政府の樹
立」というプラグマテックな性格を有するものであった。したがって，起こ
り得る問題は別の可能性，即ち新政権がテクノクラート的アプローチに走る
あまり，総選挙で示された国民の貧困化に対する抗議の声に充分に耳を傾け
ない可能性である。
正式名称が「社会主義労働者党」であった旧共産党内改革派が社会民主主
義政党に脱皮する際，党名から「労働者」という言葉を削除し「社会党」と
したことに端的に示されるように，社会党は本質的にはテクノクラート（サ
ライの表現では「新テクノクラート｣）と知識人の党として再出発したが，ポ
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スト共産主義始発期の政治的左翼の真空状態と貧困化の進行の中で，賃金生
活者の政治的受託者の地位をも引き受けざるを得なくなったというパラドッ
クスを社会学者ポゾーキ・アンドラーシュが指摘しているが（Boz6ki［10］
p､101)，筆者も同感である。
一般に，社会党内にはテクノクラート，社会民主主義あるいはリベラル派
知識人の潮流とナジ・シャーンドル（前述）に代表される労組グループが存
在すると言われるが，主流派は現在のところ明らかに前者である。そのこと
は，社会党が選挙時に示した経済プログラム，あるいは1994年６月に締結さ
れた社会党と自由民主連合の間の与党間政策協定の内容からも明らかである。
そこでは「私有化推進｣，「タイトな財政・金融政策実施」など前政権以来
の新保守主義的アプローチの継承が基本とされている。また，政権発足後に
行われたＩＭＦ・世界銀行との交渉(94年８月）において,ベーケシ新蔵相(社
会党）は財政赤字の抑制，国際収支の改善が急務であり，そのための消費税
引き上げ，国内消費抑制，フォリントの大幅切り下げを約束している。
他方で同党を支持した貧困層の利益を考慮して，社会党の経済プログラム
や与党間政策協定においては雇用拡大や「政府，雇用者，被雇用者の３者に
よる社会協定締結」など社会的弱者の保護・発言権確保をめざす項目も見ら
れる。しかし，新保守主義を基調とする経済政策においてこれらを満たすこ
とは至難の技のように思われる。
1993年秋に発足したポーランドの旧共産党系左翼主導政権は，それ以前の
ポスト共産主義政権の新保守主義的経済政策を基本的に継承しており，この
ため失業問題の解決などは先送りにされる傾向にあり，政権と労組(連帯系，
旧共産党系の双方を含む）の間の溝が深まりつつあるのが現状である。
また，右翼権威主義政権崩壊，次いで中道政権の崩壊の後を受け1982年に
誕生したスペイン社会労働党政権は，その12年に及ぶ統治期間に政治的民主
化,ＥＣ加盟,80年代半ばから末にかけての経済成長など輝かしい成果をもた
らしたが，他方でテクノクラート主導の新保守主義的経済政策遂行のため失
業問題解決には失敗し（現在，失業率は20％を超える)，さらに地域間及び階
層間所得格差の広がりなどの問題を生み出している（詳細は，戸門［11])。
ハンガリーにおける1994年の総選挙結果は右翼権威主義的政治の敗退を意
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味するという点でひとまず歓迎すべき事柄と言えようが，社会党主導の新政
権が新保守主義的経済政策を継承する限り，前政権と同種の経済・社会問題
をも継承することが予想される。したがって，ハンガリーにおいても他のポ
スト共産主義地域（さらに広くとればポスト権威主義政権地域）と同様，新
保守主義に代わる過渡期経済政策のオールタナティブが求めらているという
ことになる。これについて，筆者は自らの見解の一端を前稿で示しておいた
が（堀林［１]）より立ち入った展開については他日を期したい。
(1994年９月１日脱稿）
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